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2024.1.19（金） 

連合大阪第 3回執行委員会 

≪協議事項≫ 

「2024連合大阪地域ミニマム運動」について 
連合大阪第 21 回執行委員会（2023.7.20）の確認により、賃金実態調査に多くの単組か

らご協力をいただきました。分析機関からの集計結果にもとづき、地域の賃金水準を組織

内外・地域全体に開示し、地場の賃金相場形成の運動を進めますのでご確認ください。 

 

１．地域ミニマム運動の取り組みの考え方 

地域ミニマム運動は、連合が行う唯一の組合員一人ひとりの賃金調査である。地域の賃

金格差を縮小し、中小組合全体の「底上げ」「底支え」を実現するため、連合・構成組織・

地方連合会が連携し、一体となって取り組んでいる運動で、連合大阪では 2001年から取り

組みを始めている。 

連合は「2024春季生活闘争方針」で、地方連合会の取り組みについては、地域ミニマム

運動を積極的に推進し、地域の賃金水準を組織内外・地域全体に開示することにより、地

場の職種別賃金相場形成の運動を進める、と提起している。 

 

２．「2024連合大阪地域ミニマム 業種別・学歴別賃金特性値」について＜別紙 A3＞ 

(1)賃金実態調査結果：12構成組織、231組合、21,928人（昨年は、13構成組織、188組 

合、20,631人）のデータに基づいて集計した。 

(2)集約したデータの精度をより向上させていく観点から、300人未満の中小組合を中心に 

組合規模にかかわらず、できる限り多くの賃金データを集約した。 

(3)18・20・25・30・35・40・45・50・55歳の 9つの年齢ポイント毎に示した。 
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３．「2024連合大阪地域ミニマム参考値」の設定について 

(1)2023年度賃金実態調査結果の「製造業・男女」（13,548人）の第 1十分位 3次回帰の特

性値を考慮し、「2024連合大阪地域ミニマム参考値」の設定を行った。 

(2)18 歳ポイントについては、2021 年 12 月に連合が調査した「2021 連合リビングウェイ

ジ」に、至近の物価上昇などを考慮して簡易改定された「2023 連合リビングウェイジ」

を都道府県別に換算したところ、「2022連合大阪リビングウェイジ（時間額 1,100円）を

上回ったことから変更した。＜参考 2：P5参照＞ 

(3)18 歳ポイントを変更したことにより、20 歳ポイントが下回ったため、連合の春闘方針

を鑑み、1 年 1 歳間差を 4,500 円とし、9,000 円をプラスしたところ、25 歳ポイントも

下回る設定となることから、第 1 十分位 3 次回帰の 20 歳と 55 歳ポイントの賃金差より

1年 1歳間差を 2,600円とし、5,200円をプラスした。 

〔第 1十分位 3次回帰値〕 

・20歳 171,200円／55歳 260,700円 ⇒89,500円差 

・89,500円÷35年＝2,557.14≒2,600円 

(4)「2024 連合大阪地域ミニマム参考値」は、昨年と比べて、20 歳以降の全年齢ポイント

でマイナス設定となった。 

(5)時間給算出では、実態にあわせるため、大阪の所定内労働時間（賃金構造基本統計調査

／企業規模 10人以上：月 165時間）を用いて換算した。 

【参考1】 

＜分位数について＞ 

労働者を賃金の低い者から高い者へと並べて等分し、低い方から第何番目の節に位置するかを

示す値。 

・第１十分位数：全体を十等分し、低い方から1/10（10％）にあたる人の賃金。 

・第１四分位数：全体を四等分し、低い方から1/4（25％）にあたる人の賃金。 

・中  位  数：全体のちょうど真ん中（50％）にあたる人の賃金。 

（5人なら3番目の人、6人なら3番目の人と4番目の人を足して2で割ったものになる） 

・第３四分位数：全体を四等分し、低い方から3/4（75％）にあたる人の賃金。 

・第９十分位数：全体を十等分し、低い方から9/10（90％）にあたる人の賃金。 

＜回帰式について＞ 

各年齢別(18 歳、19 歳･･･60 歳)のポイント賃金を、最もあてはまり良く結んだ直線（または

曲線）の式を回帰式という。 

・1次回帰：直線（一次関数） 

地域ミニマムでは、20～40 歳間の直線グラフを引いている。組合員が少なく、曲線が不自

然となるような場合は、1次回帰を利用して、大まかな傾向をつかむ。 

「傾き」＝「1歳 1年間差」＝「賃金カーブ維持分」とみなすことができる。 

・3次回帰：曲線（三次関数） 

地域ミニマムでは、18～55 歳間のグラフ。初任給から賃金カーブが立ち上がり、高い年齢

ではカーブが寝る形となる。曲線がほぼ実態に即している場合は、3次回帰を利用する。あて

はまりが良く、年齢ポイント別賃金を見るのに役立つ。 



3 

(6)賃金実態調査における調査母数、調査対象（前年と同じ組合・同じ組合員など）も同一

ではないので、必ずしも正確な比較はできない。 

※ 18歳と 20歳を調整 

年齢 

【製造業】（13,548人） 【製造業】（11,363人） 

2024連合大阪 

地域ミニマム額参考値 

（時間給換算： 

所定内実労働時間 

大阪＝165ｈ） 

※18 歳はリビングウェイジ額 

（設定時は 165ｈで計算） 

2023 年度 

集約データ 

製造業・特性値 

男女計 

第 1 十分位 

（3次回帰） 

2023連合大阪 

地域ミニマム額参考値 

（時間給換算： 

所定内実労働時間 

大阪＝165ｈ） 

※18 歳はリビングウェイジ額 

（設定時は 165ｈで計算） 

2022 年度 

集約データ 

製造業・特性値 

男女計 

第 1 十分位 

（3次回帰） 

18歳 
184,800円（1,120円） 

〔162,000円（982円）〕 
162,000円 

181,500円（1,100円） 

〔161,000円（975円）〕 
160,200円 

20歳 
190,000円（1,152円） 

〔172,000円（1,042円）〕 
171,200円 

190,500円（1,155円） 

〔173,000円（1,048円）〕 
172,200円 

25歳 192,000円（1,164円） 191,400円 198,000円（1,200円） 197,700円 

30歳 208,000円（1,261円） 207,800円 218,000円（1,321円） 217,800円 

35歳 222,000円（1,345円） 221,300円 234,000円（1,418円） 233,800円 

40歳 233,000円（1,412円） 232,700円 247,000円（1,497円） 246,700円 

45歳 243,000円（1,473円） 242,500円 258,000円（1,564円） 257,900円 

50歳 252,000円（1,527円） 251,600円 269,000円（1,630円） 268,400円 

55歳 261,000円（1,582円） 260,700円 280,000円（1,697円） 279,600円 

 

＜参考 1＞ 

年齢 

【全産業】（21,928人） 【300人未満】（13,509人） 

2024連合大阪 

地域ミニマム額参考値 

（時間給換算： 

所定内実労働時間 

大阪＝165ｈ） 

※18 歳はリビングウェイジ額 

（設定時は 165ｈで計算） 

2023 年度 

集約データ 

全産業・特性値 

男女計 

第 1 十分位 

（3次回帰） 

2024連合大阪 

地域ミニマム参考値 

（時間給換算： 

所定内実労働時間 

大阪＝165ｈ） 

※18 歳はリビングウェイジ額 

（設定時は 165ｈで計算） 

2023 年度 

集約データ 

300 人未満 

特性値 

男女計 

第 1 十分位 

（3次回帰） 

18歳 
184,800円（1,120円） 

〔163,000円（988円）〕 
162,800円 

184,800円（1,120円） 

〔163,000円（988円）〕 
162,900円 

20歳 
193,800円（1,175円） 

〔172,000円（1,042円）〕 
171,500円 

193,800円（1,175円） 

〔172,000円（1,042円）〕 
171,800円 

25歳 190,000円（1,152円） 189,800円 192,000円（1,164円） 191,000円 

30歳 204,000円（1,236円） 203,700円 207,000円（1,255円） 206,300円 
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35歳 214,000円（1,297円） 214,000円 219,000円（1,327円） 218,200円 

40歳 222,000円（1,345円） 221,400円 228,000円（1,382円） 227,100円 

45歳 227,000円（1,376円） 226,600円 234,000円（1,418円） 233,500円 

50歳 231,000円（1,400円） 230,400円 238,000円（1,442円） 237,900円 

55歳 234,000円（1,418円） 233,500円 241,000円（1,461円） 240,800円 

 

４．2024 春季生活闘争での取り組み 

(1)「地域ミニマム運動」を積極的に推進し、地域の賃金水準（別紙 A3：業種別・学歴別賃

金特性値）を組織内外・地域全体に開示し、地場の業種別賃金相場形成に取り組む。 

 

【産業別特性値（2023連合大阪地域ミニマム・規模計）】 

(2)「地場共闘」の強化を図りつつ、機関紙やホームページに記事を掲載する等、効果的に

情報を発信し、中小のみならず未組織の組合や有期・短時間・契約等で働く労働者の「底

支え」「格差是正」へつながる体制を強化する。 

(3)賃金全数調査にご協力をいただいた加盟組合に対しては、「賃金プロット図」などの調

査結果資料を還元する。結果資料を基に、存在する「賃金カーブ」を割り出し、賃金制

度を確立し、賃金交渉の活性化を図る。 

(4)経営者団体に対して、要請・申し入れ行動を展開し、会員企業への周知徹底を求める。 

(5)第 3回執行委員会（1/19）終了後の記者レクで、マスコミに発表する。 

 

 

全産業 金属 食品 交通・運輸 サービス・一般 情報・出版 商業・流通 建設・資材・林産

平 均 年 齢 (歳) 39.7 39.7 36.5 45.2 43.8 38.1 38.0 34.1

勤 続 (年) 13.6 14.5 12.2 12.1 16.9 13.6 12.7 10.3

人 数 (人) 20,631 10,897 462 2,647 946 2,649 916 2,110

平 均 賃 金 (円) 279.9 292.4 265.1 240.1 294.7 276.1 267.7 272.3

第１十分位 (円) 202.2 208.9 179.6 195.5 193.4 210.0 187.7 203.1

第１四分位 (円) 227.2 240.7 213.4 209.2 240.0 229.9 202.2 225.7

中 位 (円) 270.4 286.1 261.1 230.7 294.9 267.6 239.3 257.0

第３四分位 (円) 323.1 337.7 319.4 263.6 346.3 317.7 314.2 306.5

第９十分位 (円) 373.8 385.0 351.2 296.0 393.6 357.7 409.5 356.2
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【参考 2：2023都道府県別リビングウェイジと 2023 地域別最低賃金との比較】 
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【参考 3：2023年度賃金実態調査結果 製造業男女計（特性値と回帰線）】 

 

 

 

 

【参考 4：全産業調査データ（今回）に対する「2024 地域ミニマム額」の未達成率】 

 

全産業 

男女計 

（人数） 

2024 

連合大阪 

地域ミニマム参考値 

左額未満 
2023 

連合大阪 

地域ミニマム参考値 

未満率 

人数 率 

18歳 100 184,800円 90 90.00％ 181,500円 92.78％ 

20歳 220 190,000円 144 65.45％ 190,500円 90.13％ 

25歳 536 192,000円 115 21.46％ 198,000円 15.10％ 

30歳 523 208,000円 70 13.38％ 218,000円 18.96％ 

35歳 595 222,000円 94 15.80％ 234,000円 21.52％ 

40歳 514 233,000円 104 20.23％ 247,000円 22.37％ 

45歳 619 243,000円 158 25.53％ 258,000円 21.82％ 

50歳 681 252,000円 142 20.85％ 269,000円 23.55％ 

55歳 476 261,000円 118 24.79％ 280,000円 32.49％ 
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（千円）

（歳）

特性値と回帰線

第１ 十分位

第１ 四分位

中位

第１十分位 3次回帰

第１十分位 1次回帰

第１四分位 3次回帰

第１四分位 1次回帰

中位 3次回帰

中位 1次回帰

製造業 男女計 連合大阪2023年度
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【参考 5：2022及び 2023 連合大阪地域ミニマム 回答者の構成】 

 

 

 

男 女 男女計 男 女 男女計

29人以下 592 67 659 467 52 519

30～99人 2,519 445 2,964 1,453 224 1,677

100～299人 6,514 1,076 7,590 5,540 871 6,411

300～999人 1,477 220 1,697 1,842 162 2,004

1,000人以上 508 130 638 607 145 752

11,610 1,938 13,548 9,909 1,454 11,363

29人以下 0 0 0 0 0 0

30～99人 90 11 101 61 7 68

100～299人 586 49 635 572 28 600

300～999人 669 81 750 910 82 992

1,000人以上 867 244 1,111 800 187 987

2,212 385 2,597 2,343 304 2,647

29人以下 73 30 103 57 16 73

30～99人 410 100 510 618 136 754

100～299人 757 190 947 564 163 727

300～999人 1,494 682 2,176 1,594 758 2,352

1,000人以上 1,869 178 2,047 2,416 299 2,715

4,603 1,180 5,783 5,249 1,372 6,621

29人以下 665 97 762 524 68 592

30～99人 3,019 556 3,575 2,132 367 2,499

100～299人 7,857 1,315 9,172 6,676 1,062 7,738

300～999人 3,640 983 4,623 4,346 1,002 5,348

1,000人以上 3,244 552 3,796 3,823 631 4,454

18,425 3,503 21,928 17,501 3,130 20,631

2022年度

商業・サービス業計

全産業計

業種 規模

製造業計

交通・運輸業計

2023年度


